
一般会計

石油特会

石油石炭税 電源開発促進税

平成１８年度まで （数字は18年度予算額）

石油対策

エネ高対策

電源特会
4,034億円

（うち文科省1501億円）

電源立地勘定

電源利用勘定

一般会計

エネルギー需給勘定

石油石炭税 電源開発促進税

平成１９年度以降
（数字は19年度予算案）

燃料安定供給対策

ｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造高度化対策

電源開発促進勘定
3,751億円

（うち文科省1,483億円）

電源立地対策

電源利用対策

いわゆる「行政改革推進法」に基づき、以下の制度改正を行う。（通常国
会に「特別会計に関する法律案」が提出されている。）

１．石油特会と電源特会を統合し、「エネルギー対策特別会計」を創設する。

２．電源開発促進税が特別会計に直入される構造を見直し、石油石炭税の
ように一般会計から必要額を特別会計に繰り入れる仕組みとする。
ただし、将来、原子力の立地・更新等の進展等により財政需要が増大し

た場合には、一般会計に留保された金額を含めて、エネルギー対策特別
会計に必要額を繰り入れることとする。

エネルギー対策特別会計（仮称）

※電源立地対策と電源利用対策は経理を区分

エネルギー特別会計の制度改正について

3,460億円 （うち文科省1,456億円）

3,179億円 （うち文科省1,385億円）

3,540億円 うち文科省
1,396億円


